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独立行政法人日本原子力研究開発機構東海研究開発センター核燃

料サイクル工学研究所における核燃料物質の加工の事業の許可に

ついて（答申） 

 

 

平成１８年２月１０日付け平成 16･09･17 原第 38 号をもって諮問のあった標

記の件に係る核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「法」

という。）法第１４条第１項第１号及び第２号（経理的基礎に係る部分に限る。）

に規定する許可の基準の適用については、別紙のとおり妥当と認める。 

 



                                      

別紙 

 

 

法第１４条第１項第１号及び第２号（経理的基礎に係る部分に 

限る）に規定する許可の基準への適合について 

 

 本申請は、独立行政法人日本原子力研究開発機構が、高速増殖炉及び高速実

験炉用のウラン・プルトニウム混合酸化物燃料について、当該燃料を安定的に

繰り返し供給するための技術基盤が整ってきたことから、東海研究開発センタ

ー核燃料サイクル工学研究所において、核燃料物質の加工の事業の許可を受け

ようとするものである。なお、本申請に係る施設は、既に核燃料物質の使用の

許可を受けている。 

 

１．法第１４条第１項第１号（加工の能力） 

  本申請については、 

  ・加工能力は、高速増殖炉及び高速実験炉の原子炉設置許可申請書による 

炉の年間予定装荷量に対し、適切なものである。 

  ・加工する燃料は、高速増殖炉及び高速実験炉の燃料であるため、発電用

軽水型原子炉用燃料を製造している他の加工事業者と競合するものでは

ない。 

  ・高速増殖炉及び高速実験炉用のウラン・プルトニウム混合酸化物燃料は、

現在のところ同機構以外の者が製造する計画はなく、不当な過当競争を

引き起こすことはない。 

  ことから、加工の能力が著しく過大になることはないと認められるとした 

  経済産業大臣の判断は妥当である。 

 

２．法第１４条第１項第２号（経理的基礎に係る部分に限る。） 

  本申請に係る施設は、既に核燃料物質の使用の許可を受けている施設であ 

 り、検討を進めている耐震補強工事等を除いては、新たな施設建設等の工事 

 に係る資金を必要とするものではない。なお、当該耐震補強工事等について 

も、その費用は政府からの補助金により充当される計画であり、その確保に 

見通しがある。また、施設の運転に要する経費も政府から交付金等を受ける 

こととなっており、その確保に見通しがある。これらのことから、加工事業 

を適確に遂行するに足りる経理的基礎があるものと認められるとした経済産 

業大臣の判断は妥当である。 


